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ｴﾈﾙｷﾞｰﾛｽ 

地球温暖化対策と環境エネルギー政策を統合して推進する計画です。 

地球温暖化対策推進法と長野県地球温暖化対策条例に基づく計画です。 

2013（平成25）年度から2020（平成32）年度までの８か年の計画です。 

１ 地球温暖化の影響 

 ◇  地球温暖化による⽣物多様性や農林業、観光業、  
⽔利、災害、健康などへの影響が懸念されます。 

   ◇  ⻑野県では、地球温暖化の影響が顕在化しつつあ
る可能性があります。 

地球温暖化の影響が懸念される高山帯の生態系 

（高山植物を訪れるヒメマルハナバチ） 

長野県環境エネルギー戦略 
～ 第三次 長野県地球温暖化防止県民計画 ～ 

（出典：エネルギー白書2012） 

計画の趣旨 

策定の背景 

フロン類等対策 

吸収･固定化 

適応策 

省エネルギー 

自然エネルギー 

地球温暖化対策 
Climate Change Policy 

環境エネルギー政策 
Sustainable Energy Policy 

エネルギー適正利用 

ピーク抑制 

エネルギー自立地域 
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〈出典：肱岡靖明（国立環境研究所主任研究員）氏 作成〉 

【長野県の気温上昇率の将来予測】 

        国立環境研究所等のモデルによる予測 

        気象庁のモデルによる予測 
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実績 予測

２ 国際エネルギー動向の影響 

  エネルギー価格は今後も上昇を続け、⾼⽌
まりすると予測されています。 

 
３ エネルギー制約状況の影響 

  東⽇本⼤震災及び原⼦⼒発電所事故により、
従来のエネルギー政策が抜本的な⾒直しを迫
られています。 

 
４ 地球温暖化対策等により期待される地

域への効果 

  地球温暖化対策により本来の⽬的である環
境保全のほか、地域において⼤きく７つの効
果が期待できます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
５ これまでの長野県の取組 

 ◇ ⻑野県の2009（平成21）年度の温室効果
ガス総排出量は、基準年度（1990(平成２)
年度）に⽐べて、8.7％増加しています。⼀
⽅、全国では4.4％減となっています。 

 ◇ 県内の温室効果ガスの排出抑制が⼤きく進んで
いないことから、これまでの普及啓発を中⼼とし
た対策から着実に削減を促す実効性の⾼い対策に
移⾏していくことが求められています。 

【化石燃料輸入総額の推移と国際石油価格の予測】 

【地球温暖化対策等による地域への７つの期待と効果】 

【県内の温室効果ガス総排出量の推移】 

◇ 経済は成⻑しつつ、温室効
果ガス総排出量とエネルギー
消費量の削減が進む経済・社
会構造（デカップリング）を
⽬指します。 

◇ ドイツなどの欧州諸国では、
このような経済・社会構造が
実現しています。 

【日本とドイツにおける国内総生産（GDP）、エネルギー消費量、 

温室効果ガス（GHG）排出量の傾向（1990-2009）】 
［日本］ ［ドイツ］ 
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ビジョン 

〈出典：栗田郁真（京都大学経済研究所研究員）氏 作成〉 

 地球温暖化対策等による地域への直接的効果  期待される地域への波及効果 

1 地域の富の海外への流出抑制 ⇒ 投資・消費の原資の増大 

2 省エネ・自然エネ設備投資の増加 ⇒ 投資・消費の拡大 

3 自然エネの域内外への供給 ⇒ 富の流入増加 

4 エネ利用効率化・エネ供給能力の向上 ⇒ 海外リスクへの耐性強化 

5 低炭素で快適なまちづくり ⇒ 魅力増大 

6 多様な人々の協働による課題解決 ⇒ イノベーションの誘発 

7 エネ分野での自己決定力（自治）の強化 ⇒ 地域の誇りの確立 
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ﾊﾞｲﾅﾘ発電 

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電(熱電併給) 

雪室(野菜貯蔵) 

薪ｽﾄｰﾌﾞ 

太陽熱利用 

太陽光発電 

ﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ 
ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ 

目指す具体的な姿〔2030（平成42）年〕 

県民生活 

コミュニティ 

地域主導型の⾃然エネルギービジネスが、地域に雇⽤を⽣み出し、経済を活性化し、地域の⾃⽴を持続的に⽀え
る、市町村やコミュニティ単位の「エネルギー⾃⽴地域」が、県内各地で広がり、⼈々は快適な暮らしや充実し
た社会⽣活を営んでいます。 

県産材の木製サッシな

どを活用した断熱性能

の 高 い 省 エ ネ 住 宅 が 

普 及 し、夏 は 涼 し く、 

冬は暖かい生活を送れ

ます。 

高断熱化により、家の

中での温度差が低減

し、ヒートショックのおき

に く い 環 境 に な っ て  

います。 

次世代自動車が蓄電

池の役割を果たし、電

力のピークカットにつな

がっています。 

広い居間にストーブが置

かれ、家全体を暖めると

ともに、家族団らんの場

となっています。 

暖房や給湯には、太陽熱

や地中熱、薪、チップ、ペ

レットなどの自然エネル

ギーが活用されています。 

生ゴミが堆肥として畑に

戻され、新鮮で美味しい

野菜となり、健康的な生

活を支えています。 

庭には、薪置場や菜園が

あり、農や自然に親しめ

る信州らしいライフスタイ

ルが営まれています。 

ほとんどの建物の屋根に、太陽光発電パネ

ルや太陽熱温水器が設置されています。 
日中の照明には太陽光を活用できるとともに、

ひさしを設けて夏の直射日光を防ぎ、冬の日光

は取り入れられるようになっています。 

自然エネルギーを活用

した観光地に、多くの

人が訪れています。 

地域住民による事業体

が小水力発電を行い、

収益は、地域のまちづ

く り 活 動 に 使 わ れ て  

います。 

公共交通が充実し、歩

行者や自転車利用者

にとって、安全・快適な

街になっています。 

エネルギーの自給率が

高まり、災害にも強い

街になっています。 

多くの事業者が省エネ

を徹底し、環境ビジネス

や自然エネルギー事業

が盛んになっています。 

農林業を元気にする循環

型の自然エネルギー利用

が進んでいます。 

畜産系バイオマス・木質

バイオマス⇒発電⇒地域

熱供給・売電 

県産材を利用した省エネ

住宅が普及し、中古住宅

の リ フ ォ ー ム も 進 ん で   

います。 

多くの住宅やマンション、

ビルが、自然エネルギー

を 活 用 し、自 然 エ ネ ル

ギーについての学びの場

にもなっています。 

低炭素な次世代自動車

が普及しています。カー

シ ェ ア リ ン グ や パ ー ク  

アンドライドも広がって 

います。 
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【エネルギー自給率 （エネルギー消費量で見るケース）】 

【温室効果ガスの削減目標】 
1990年度比 
▲10％     ▲30％     ▲80％ 

【最大電力需要の削減目標】 
2010年度比 
▲15％            ▲25％                          ▲45％ 

30万kW 
対2010年度

増加率
200％ 

60万kW 
対2010年度

増加率
500％ 

90万kW 
対2010年度

増加率
800％ 

【自然エネルギー発電設備容量の拡大目標】 

 県内で⼀年間に使うエネルギー量に対して、県内で再⽣可能 
エネルギーの量をどれだけ⽣み出したか、その割合を⾒る指標
です。 
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【自然エネルギー導入量の拡大目標】 

【エネルギー自給率 （発電設備容量で見るケース）】 

2010年度比 
▲15％           ▲30％                           ▲40％ 

【最終エネルギー消費量の削減目標】 

対2010年度 
増加率
55.1％ 

対2010年度 
増加率
124.5％ 

対2010年度 
増加率
243.5％ 

 県内の最⼤電⼒需要に対して、再⽣可能エネルギー発電設
備の容量が、県内にどれだけ存在するか、その割合を⾒る指
標です。 

自給率
155.1％ 自給率

100.3％ 

自給率
76.6％ 

目  標 
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電気便座 

現行制度

カバー分

3,300

千ｔ-CO2

41.8%

新制度

カバー分

828

千ｔ-CO2

10.5%

3,770

千ｔ-CO2

47.7%

産業・業務

7,898

千ｔ-CO2

家電の省エネラベル掲出制度 家庭の省エネサポート制度 

  ⻑野県では、家電販売店での省エネラベルの掲
出を義務化しています。従来の義務対象（エアコ
ン、テレビ、電気冷蔵庫）に加え、新たに電気便
座と蛍光灯器具を対象にします。 

高効率な家電への転換と効率的なエネルギー使用を促進します。 

  企業や団体と連携して省エネアドバイザーを派遣
するなど、⼾別の省エネに係る助⾔（専⾨家による
訪問診断、省エネ情報の提供等のアドバイス）を⾏
うほか、省エネ講習会を開催します。 

事業活動温暖化対策計画書制度 

◇ 事業活動に伴う温室効
果ガスの排出抑制等を進
める計画書制度について、
その対象となる事業者の
範囲を拡⼤します。 

 
 
 
◇ 県が助⾔・指導・評価・表

彰を⾏います。通勤・来客交
通、⾃動⾞使⽤、物流の計画
書制度を兼ねます。中⼩事業
者も任意提出できます。 

事業者向け協定制度 

  省エネやフロン対策にお
いて、意欲的な⽬標を掲げ
る事業者と協定を締結し、
その取組を⽀援します。 

 
 

  信州省エネパトロール隊の
⽀援や環境マネジメントシ
ステムの促進、事業者協議
会の活性化を推進します。 

事業者間の連携・協力の促進  

事業者のエネルギー管理や省エネの取組を多面的に促進します。 

対象事業者 

省エネ診断 

省エネ診断 温暖化対策病院協議会 

家庭省エネ政策パッケージ 

事業活動省エネ政策パッケージ 

政  策 

の排出量 

蛍光灯器具 

講習会

2.5万世帯

約3%

省エネ

アドバイス

9.3万世帯

約12% 簡易

省エネ診断

0.5万世帯

0.6%

訪問

省エネ診断

0.16万世帯

0.2%

未参加

66.9万世帯

84%

長野県下約80万世帯のうち5年間で 
約10万世帯へのサポートを見込みます。 
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環境エネルギー
性能検討

環境エネルギー
性能掲示

環境エネルギー
性能届出

自然エネルギー
導入可能性検討

自然エネルギー
設備情報掲示

自然エネルギー
導入検討結果届出

未利用エネルギー
活用検討結果届出

10,000㎡以上 ○ ○
努力義務

○ ○ ○
努力義務

○ ○

10,000㎡未満
～

2,000㎡以上
○ ○

努力義務
○ ○ ○

努力義務
○ ―

2,000㎡未満
～

300㎡以上
○ ○

努力義務
― ○ ○

努力義務
― ―

300㎡未満
～

10㎡超

○
(移行期間は
努力義務)

― ―
○

(移行期間は
努力義務)

― ― ―

10㎡以下
仮設

文化財
冷暖房等不要

― ― ― ― ― ― ―

備　考
・建築主の依頼により
事業者が情報提供

・出入口等への掲示
・戸建住宅を除く

・県への届出
・県は公表､助言できる

・建築主の依頼により
事業者が情報提供

・出入口等への掲示
・戸建住宅を除く

・県への届出
・県は公表､助言できる

・県への届出
・県は公表､助言できる

建築物環境エネルギー性能検討制度 建築物自然エネルギー導入検討制度

建築物環境エネルギー性能検討制度 建築物自然エネルギー導入検討制度 

環境エネルギー性能（断熱・燃費等）の高い建築物や 

自然エネルギーを活用した建築物の選択・建築を促進します。 

熱は熱で賄う 

エネルギー供給温暖化対策計画書・協定制度  

  エネルギー供給事業者等は、⾃らが⾏う温暖化対
策の取組などを報告します。 

信州省エネ大作戦 （カット・シフト・チェンジ） 

節電構造の定着を目指します。 

◇ 県⺠総ぐるみで、夏季と冬季の
節電・省エネに取り組みます。 

 
 
 
◇ 家庭の冷暖房を⽌めて、もとも

と暖かい（涼しい）場所に出かけ、
暖かさ（涼しさ）の共有を促す、信
州クールシェア＆あったかシェアス
ポットの取組を進めます。 

５年間で約３万棟が両制度の対象となる見込みです。 

環境エネ評価ツールや導入検討マニュアルは、県が講習会を開催して普及します。 

長野県住まいづくり推進協議会を通じて、省エネ技術普及も促進します。 

建築物省エネ政策パッケージ 

電力需要抑制対策 

化石燃料等 

化石燃料 

自然エネ 

熱利用 

電気 
発電ロス 送電ロス 

発電効率 約40％(2010年度) 

精製･輸送ロス 

太陽熱･木質ﾊﾞｲｵﾏｽ熱･地中熱 

建物を建てる際に、建築事業者による建築物の定量的なエネ

ルギー性能（年間エネルギー消費コスト）に係る情報提供に基

づき、建築主がより省エネ性能に配慮した建築物の選択を促

進します。 

建物を建てる際に、建築事業者による自然エネルギー設備

に係る情報提供に基づき、建築主が自然エネルギー設備を

導入することを促進します。 

戸建住宅も

対象になりま

す。大規模な

建 物

（2,000㎡以

上）は､計画

や検討結果

を県に届け 

出ます。 

特に大規模

な 建 物

（10,000㎡

以上）は､未

利用エネル

ギー（排熱

等）の活用も

検討対象に

なります。 

自然エネルギー熱（グリーン熱）利用を促進します。 
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自然エネルギー普及の地域主導の基盤づくり 

 ⾃然エネルギー信州ネットや
地域協議会と連携し、⾃然エネ
ルギーの情報や知⾒の共有を進
めます。⾃然エネルギー事業に
係るノウハウを提供する「地域
環境エネルギーオフィス」の創
出も促進します。 

おひさまBUN・SUNメガソーラープロジェクト 

（諏訪湖流域下水道 豊田終末処理場等） 

自然エネルギー種別ごとの促進策 

第1段階 

第2段階 

第3段階 

導入ステップ 

情報共有・情報基盤整備・ 
人材育成・研修 

導入可能性の調査・検討/ 
概略設計 

モデル事業の促進 
費用効果の高い導入技術 
の実践 

市町村研究会 
自然エネルギー信州ネット 
太陽光部会への協力 

発電事業の技術・経営手法の共有 

拡大、発電フィールドの提供、マッチング 
メガソーラー
マッチング窓
口/国の規制
改革の活用 

実地での技術
開発・サプライ
チェーン支援 

地域主導型の自然エネルギービジネス創出を支援 

地域エネルギー事業者、初期投資軽減モデルの創出、 

資金調達方法の検討 

メガソーラーの
推進/屋根貸
しモデルの 
推進 

ビジネスモデ
ル・初期投資
軽減モデル 
創出 

資金調達の 
サポート 

 

おひさまBUN・SUNメガソーラープロジェクト 等 

県有施設及びその周辺の公共的施設の屋根を複数取りまとめた屋
根貸しによる太陽光発電事業（豊田終末処理場が1件目） 

第1段階 

第2段階 

第3段階 

情報共有・情報基盤 
整備・人材育成・研修 

小水力発電キャラバン隊 

企業局中小規模水力技術支援チーム、 
長土連自然エネルギー推進室、 
温暖化対策課、農地整備課、砂防課等 

・適地、事業者マッチング 
・地域の合意形成 
・事業計画策定支援 
・資金調達支援 
・技術的、許認可手続き支援 

発電施設建設
モデル事業 
資金調達の  
サポート 

実地での技術
開発・サプライ
チェーン支援 

地域主導型の自然エネルギービジネス創出を支援 
発電事業の 
希望者 

施設管理者等 

 小水力発電キャラバン隊 

水利権相談
窓口 

河川課 
温暖化対策課 

研修啓発 
事業 

小水力発電
手引等の 
整備 

導入可能性の調査・検討/ 
概略設計 

モデル事業の促進 
費用効果の高い導入技術 
の実践 

第1段階 

第2段階 

第3段階 

情報共有・情報基盤 
整備・人材育成・研修 

信州F・POWER協議会 等 

木材安定供給体制の構築 
発電事業の詳細設計 
地域熱供給システムの事業 
モデルの設計 

実地での技術
開発・サプライ
チェーン支援 

地域主導型の自然エネルギービジネス創出を支援 

小規模発電 
技術 

安価な熱供給
システム 

信州F・POWER協議会 等 

導入可能性の調査・検討/ 
概略設計 

モデル事業の促進 
費用効果の高い導入技術 
の実践 

｢信州F・POWERプロジェクト｣ 
塩尻市における集中型の木材加工施設の
整備と木質バイオマス発電施設の併設、地
域への熱供給を一体的に進める事業 

<塩尻から50km圏内> 
 F・POWERプロジェクトの
着実な実施 

<その他地域> 
地産地消・小規模の熱
電併給事業の推進 

総合的な林業再生
事業 

資金調達の  
サポート 

固定価格買取制度を活用し、地域主導で自然エネルギーを普及します。 

太陽光 
発電 

小水力 
発電 

木質 
バイオマス 

信州F・POWER 
    プロジェクト想定図 

 県有施設等を活⽤し、公共性
の⾼い地域主導型ビジネスモデ
ルの創出を促進します。併せて
⼈材育成やノウハウの蓄積を促
進します。 

 １村１⾃然エネルギープロジェ
クトを通じて、地域での経験の蓄
積を⽀援し、事業化の促進とリス
クを軽減する取組を進めます。 

自然エネルギー政策パッケージ 
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広範な県民の参加と取組が必要です。 

◇ 知事をトップとする全庁組織「⻑野県省エネルギー・⾃然エネルギー推進本部」を実⾏組織とします。 
◇ 市町村や関係団体、県⺠、事業者と連携しながら推進します。 
◇ 毎年の進捗状況を把握し、公表します。 
◇ 環境審議会（外部有識者）に進捗を報告し、意⾒を聞きます。意⾒は庁内にフィードバックします。 
◇ ５年⽬の2017（平成29）年度に計画を⾒直すとともに、必要に応じた⾒直しも適宜⾏います。 

長野県 環境部 温暖化対策課 
   〒380-8570 長野市大字南長野字幅下692-2 
   TEL：026-235-7022 FAX：026-235-7491 

   長野県公式ホームページ：http://www.pref.nagano.lg.jp/ 
   Ｅメール：ontai@pref.nagano.lg.jp 

長野県 温暖化対策課 検索 

［移動］ 

  公共交通や⾃転⾞、徒歩による外出。 
環境負荷の低い⾃動⾞の購⼊。 
エコドライブを⼼がけた運転。 

［住宅・建物］ 

  断熱性能や機器の効率性の重視と⾃
然エネルギーを導⼊した住宅の建築・
リフォーム。 

県民への期待 

県の実行体制 

［生活］ 

  家庭での省エネ、買い物でのマイバッ
グの持参、環境に配慮されたエコ製品
の選択の⼼がけ。 

実  行 

［事業活動・ビジネス］ 

     ⽣産・物流・提供の際に発⽣する 
エネルギー、環境負荷の把握と削減。 

環境ビジネスの積極的な展開。 


